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具体的責務をもつ相談員の設置

　茨城県教育委員会は、「茨城県
教育委員会パワーハラスメント
の防止等に関する要綱」（2014
年８月５日施行）にもとづいて
申し立てられた相談事例 2件に
ついて、調査を進めている。
　同要綱は、教育庁総務課、高
校教育課、特別支援教育課にそ
れぞれ、「相談窓口」を設置し、
総括課長補佐、人事担当課長補
佐（高教課）ないし人事・計画担
当課長補佐（特支課）を「相談員」
に指定して、相談者本人等から

の相談・苦情に応ずるものとさ
れ、事実確認・問題解決のため
の助言、相談者の心身面のケア、
さらにパワーハラスメントをお
こなった職員に対する注意・指
導などパワーハラスメント排除
に向け必要な措置を講じたうえ
で、相談者に報告することとし
ている（本紙第 1086 号）。

相談員による事情調査の取組み

　要綱の制定をうけて提起され
た２件の相談について、現在、
高校教育課の相談員による相談
と事情調査がおこなわれている。

　１件は、牛久高校の黒田裕之
校長が「生徒・保護者からの要望」
だとして、一切の調査確認なし
に部活動顧問の教諭をその職務
から追放したうえ、「あなたを信
用していない」「使えない」「牛
久高校に来るべきではなかった」
「教員を辞めるしかない」などと
面罵叱責した事例で（9月２日申
立て、本紙第 1083 号）、もう一件
は、同じ牛久高校で、特定教員
に対するインターネット上での
一部の生徒・保護者らによる誹
謗中傷、ＰＴＡ総会等での名誉
毀損がおこなわれ、黒田裕之校

パワーハラスメント相談案件で県教委の調査すすむ

人事委員会勧告制度の趣旨に反する「給与制度の総合的見直し」

10 月 24 日に地公労妥結

　12 月に県議選がある関係で、
今年の人事委員会勧告は例年よ
り 早 く 出 さ れ、 地 公 労 に よ る
県当局との交渉は 10 月 10 日、
17 日、24 日 に 取 り 組 ま れ た。
３回目の交渉でも、県当局は財
政難を理由に、人事委員会に勧
告された給与引き上げを明言し
なかったが、最終的には勧告通
り、2014 年４月からの、①給
料月額平均 0.3％引き上げ、②

ボーナスの 0.15 月分引き上げで
合意した。
　また、長年地公労が要求して
きた、③初任給の引き上げ、④
在職者調整については、12 月ま
でに地公労と県当局で協議の上
決定するとした。
　公務労働者の 7 年ぶりの賃上
げは、全労連や連合などが、大
企業の内部留保を切り崩して労
働者の賃金を引き上げるよう要
求して実現した民間賃金引き上
げが反映している。しかし、賃

金が上がったといっても消費税
増税を上回る賃上げではなく、
引き続き「春闘」や「秋闘」で
の賃金引き上げのとりくみが欠
かせない。
　県当局は交渉で、通勤手当の
算定における燃費基準を現行の
ガソリン 1 リットル当たり 9.5
㎞を 11 ㎞にしたいと提案した。
交渉の結果、燃費基準を 10.5 ㎞、
諸経費を現行の 1 リットル当た
り 30 円から 35 円に見直すこと
で合意した。

問題の多い「給与制度見直し」

　8 月 7 日、人事院は、「給与制
度の総合的見直し」すなわち、
　①民間賃金の低い 12 県の
官民給与の実情を適切に反映
させるとして、給与の 2％引
き下げとセットに地域手当を
見直す、
　②官民の給与差を踏まえた
50 歳台後半層の水準の見直し
をおこない 50 歳台後半層の
給料を４％引き下げる

ことを勧告していた。これを受
けて、10 月 3 日、茨城県人事委
員会は、
　①国に準ずることを基本と
して、新たな給料表に引き下
げる。給与の引き下げは 15

年 4 月 1日から実施し、18 年
4月 1日に完成させる。
　②地域手当を見直し、全県
一律 6％とする

ことを勧告した。国家公務員に
関する人事院勧告の「給与制度
の見直し」を地方公務員に反映
させることは、県内の民間賃金
との格差をもとに茨城県職員の
賃金水準を決定するという人事
委員会勧告制度の趣旨に反する。
　「給与制度の総合的見直し」は、
地方人事委員会や地方自治体に
対する、安倍内閣のつよい圧力
のもとで実施されている。安倍
政権は、一方では “アベノミク
スの成果” だという民間企業の
賃上げを広く地方や中小企業に
も広げる要があると言いながら、
他方で公務員労働者の賃下げを
強行するものであり、政策的矛
盾がある。
  地公労による最終交渉の結果、
勧告通り 2015 年 4 月から給料
を 2％引き下げる、地域手当を
2018 年 4 月から一律 6％にす
る、15 年 4 月から 4％に引き上
げることとなった。ただし、「改
正」後の給料月額が 2015 年 3
月の給料月額に達しない職員に
は、18 年 3 月まで差額を保障す
る（「現給保障）」ことになった。

不妊治療のための特別休暇

　地公労交渉の結果、不妊治療
のための特別休暇が、現行の年
5 日から 6 日に改善された。
　不妊治療のための特別休暇制

度を設けている県が少ないなか、
県当局は当初、改善の必要はな
いと回答していた。それに対し
て、交渉では茨教組の女性組合
員から次のような発言があった。

　「不妊治療を受診する職員
が多くないという回答です
が、学校現場では受診しよう
と思ってもなかなか受診でき
ないのが実際の所です。まず、
①医師から指定された日でな
いと受診できませんが、学校
行事等でその日に病院に行け
ないことが多くなっていま
す。②治療してもすぐに治ら
ない場合が多いのです。医師
には、焦らずに淡々と受診し
なさいと言われています。③
不妊治療は高額で 1 回で 40
万円かかる場合もあります。
④不妊治療を受診できる病院
は茨城では 9 つしかなく、不
足しています。男性対象の病
院は茨城にはありません。こ
うした中で、治療を続けるか
仕事を辞めるかで悩んでいる
教員もいます。具体的な改善
をぜひ実現して欲しい。」

　この女性組合員の発言を受け
て、次世代育成や子育て支援の
観点から不妊治療のための休暇
制度を改善する必要性、他県に
先駆けても取り組みを前進させ
る意義を、多くの参加者が訴え
て改善をかちとった。
　県当局に、特別休暇制度のさ
らなる改善を求めていく必要が
ある。 ⌘

地公労交渉で７年ぶりの賃上げと不妊治療休暇改善

　２ ０ １ ４ 年 度 茨 高 教 組 中 央 委 員 会　
12 月７日（日）10：00 ー 16：00　　土浦市亀城プラザ　土浦市中央２丁目 16 − 4　

長が一部の保護者の圧力に屈し
て、その職員への嫌がらせ行為
に荷担したうえ、権限を濫用し
て教育活動に過剰介入して混乱
を引き起こしている事例である
（９月10日申立て、本紙第1084号）。
　10 月 10 日に、相談員 2名が
牛久高校を訪問して、申立人２
名から長時間にわたって事情を
聴取したうえで、10 月 22 日に
パワーハラスメントをおこなっ
たとされる黒田裕之校長に対す
る事情聴取をおこなった。現在、
黒田校長の弁明に対して申立人
が反論書を提出したところであ
り（11 月 10 日）、今後、茨城県
教育委員会としての対処がおこ
なわれることになる。⌘
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こうして、　「法の平等な保護」
という合州国憲法修正第 14 条
の規定が、本来の趣旨にしたがっ
て解釈される端緒が開かれたの
である。

２０世紀なかばの南部社会

　学校における人種隔離は憲法
違反とされたが、ただちに学校
以外での人種隔離を定める各州
の法律が全部違憲で無効となっ
た の で は な い。 そ れ に は こ の
1954 年からワシントン大行進
の 1963 年にいたる人種差別撤
廃運動、いわゆる公民権運動を
経なければならなかった。
　当時の南部諸州では、公共施
設における隔離は人種差別の一
例にすぎなかった。「リンチ」す
なわち殺人を含む黒人に対する
暴力行使が公然とおこなわれ、
警察や裁判所がそれを許す風潮
が一般的だった。1955 年８月、
ミシシッピ州で、店員の白人女
性に話しかけた黒人の少年が町
の白人２人からリンチを受け、
殺害される事件が起きた。少年
は北部のシカゴから親類の家に
遊びに来ていたもので、南部で
は黒人男性が白人女性に親しげ
に話しかけることさえ許容され
ず、簡単に報復としての暴力行
使の標的にされることを知らな
かった。
　ブラウン対教育委員会事件判
決の直後でもあり、公判のよう
すは北部の報道機関によって
報道されて、全国的な注目をあ
びていた。全員が白人で構成さ
れる陪審員団は、わずかな協議
時間ののち「無罪」の評決をく
だした（ジェームズ・バーダマン

『黒人差別とアメリカ公民権運動』
2007 年、集英社新書）。

　人種主義 racism の典型例とし
てのアメリカ合州国の黒人差別
は、経済的格差、一般的な社会
生活上の差別としての施設利用
上の隔離に加えて、このように
男女関係の絶対的禁止を含むも
のだった。「人種 rece」の「純粋性」
を維持するためには「混血」を
防止しなければならず、婚姻は
もちろん性的関係が法律で禁止
されたうえ、あらゆる場面で異
なった「人種」間の男女の接触
が禁

タ ブ ー

忌とされた。施設利用上の
隔離を定めた州法には、こうし
た目的もあった。
　英領植民地時代以来、白人男
性が黒人女性と性関係を持つこ
とで「混血」が進行してきた現
実があり（典型的には、独立宣言
起草者にして第 3 代大統領トマス・
ジェファーソン）、その一方で黒
人男性と白人女性の性関係を忌
避し、違反した黒人男性をリン
チの対象とするのは矛盾してい
る。 こ れ こ そ 人 種 主 義 racism
に 必 ず 随 伴 す る 男 女 差 別 sex 

discrimination の 自 家 撞 着 的 本
質である。

政治的権利 civil rights の剥奪

　「無罪」となったリンチ殺人事
件の犯人はこう言い放った。

俺が生きているところじゃ、
ニガー〔黒人〕に投票なん
かさせるもんか。もし投票
でもすりゃ、奴ら、政府を
乗っ取ることになるだろう。
そうなりゃ、どこに立てど
こにすわれと、俺に指図し
てくる。だが、俺の子供と
一緒に学校に行かせるなん
てことはまっぴらだ。

黒人差別には選挙権など政治的
権利の剥奪も含まれていた。修
正 第 15 条（欄外）も ま た、 第
14 条同様、黒人の投票権を剥奪
する州法によって空文化してい
たのである。したがって、公民
権運動は、政治的権利の獲得、
その第一歩としての選挙におけ
る投票権獲得をもめざすもの
だった（欄外注）。　（つづく）⌘

　注　こうしたことを勘案すると、「公民的」という一般的でない日本語があ
てられている civil rights movement の「シヴィル civil」は、「ポリティカル
political」と同義ととらえてよいだろう。ラテン語のキヴィタス civitas はギリ
シア語のポリス polis の訳なのであり、ホッブズやロックにとってそうであった
ように、civil と political はおなじ意味内容をもつ。civil に「市民的」「公民的」
など、どのような訳語をあてるにしても、それと political とを対立的・排他的
なものととらえて、「公民権運動」から political の要素を排除する必要はないの
である。逆に言えば、日本では political をきわめて狭い意味での「政治的」な
場面に局限してとらえる傾向があるが、本来、日常的な「市民生活」に関する
事項という意味あいをあわせ持つのである。
　ついでに触れておくと、現代日本における公務員とりわけ教育公務員の「政
治的行為の禁止」の意味するところに留意すべきである。国公法 • 地公法・教
育公務員特例法・公職選挙法により、選挙権行使に関連するさまざまの行為だ
けでなく、政党活動が事実上全面的に禁止されているほか、被選挙権が絶対的
に剥奪されている〔公務員は退職しなければ選挙に立候補できない〕。われわれ
の置かれている状況は、生来保持しており、憲法によって保障 guarantee され
ている人権が、憲法違反の下位法によって根底的に剥奪される状態なのである。
それは人種差別体制下の黒人の状況と通底している。

最高裁の人種隔離違憲判決と南部社会の暴力的様相
必修〈道徳〉は生徒の道徳性の発達をうながすか？（第 38 回）

「まだ夢がある」と語る M. L. キングにとっての「現状」　（第４回）

奴隷制廃止後の人種隔離政策

　南北戦争 Civil War 後の「再建
Reconstruction」 す な わ ち 南 部
諸州の社会改革は中途半端なも
のに終わった。黒人は奴隷身分
から解放されたものの、土地を
獲得して自作農民となる道は断
たれて小作農民の地位に置かれ、
いっぽう新たな生活を求めて北
部へ移住した者は大都市の下層
労働者として、いずれも貧困の
なかにあった。
　とりわけ南部では「ジム・ク
ロウ法」と総称される人種隔離
を法定する州法があらたに制定
され、学校、食堂、病院などが
人種別に設置され、あるいは同
じ施設を利用する場合には車両、
出入口、トイレ、待合室等を分
離することが法律で義務づけら
れた。それらは人種差別を禁じ
た 1868 年制定のアメリカ合衆
国憲法修正第 14 条（欄外）に明

らかに違反するものであったが、
連邦最高裁は 1896 年のプレッ
シー対ファーガスン判決などで

「 分 離 し て も 平 等 separate but 
equal」であると強弁し人種隔離
を正当化していた（第 1087 号）。

学校の人種隔離は修正第 14 条違反

　1954 年、連邦最高裁はオリ
ヴァー・ブラウン対教育委員会
事件判決で、従来の判例を変更
し、「分離しても平等」とする原
則には根拠がないとし、カンザ
ス州法による白人専用小学校と
黒人専用小学校の分離を憲法違
反とした。
　判決は、まず「この問題に取
り組むにあたり、われわれは、
修正条項〔第 14 条〕が採択さ
れた 1868 年にもどることはで
きないし、プレッシー対ファー
ガスン判決が書かれた 1896 年
にすら戻ることもできない」と
宣言する。そのうえで、従来の

判例を無批判に踏襲するのをや
める。そして、当時のアメリカ
社会における学校教育の現状を
踏まえたうえで、その役割とそ
こでの人種隔離の影響について
検討し、結論を導き出した。

今日、教育は州政府および
地方政府のもっとも重要な
機能であろう。〔……〕今日、
教育は子どもに文化の価値
に目覚めさせ、その後の職
業訓練に備えさせ、環境へ
の正常な適応を助けるため
のもっとも重要な手段なの
である。〔……〕
年齢も適性も同じ彼ら〔白
人と黒人〕をその人種 race
だけを理由にたがいに分離
することは、彼らの感情と
思考 hearts and minds に対
して、これまで受けたこと
もないような影響を及ぼし
て、社会的地位に関する劣
等意識を生じさせる。

学校における人種隔離が現実に
悪影響を及ぼすことが明らかで
ある以上、それは正当化できな
いというのである。

公教育の場面においては、
も は や「 分 離 し て も 平 等
separate but equal」という
原則には存在の余地はない。

〔……〕われわれは、いまや
そのような隔離 segregation
は、法の平等な保護 equal 
protection of law の 否 定 で
あると宣言する。

アメリカ合衆国憲法
　修正第 14 条〔1868 年〕　第１節　合州国において出生しまたは帰化し、
その管轄権 jurisdictionに服するすべての人は、合州国およびその居住する州
Stateの市民 citizensである。いかなる州も合州国市民の特権 privilegesまた
は免除 immunitiesを制限する abridge法律を制定し makeまたは執行しては
enforceならない。いかなる州も法の適正な過程 due process of lawによらず
に、何

なんぴと

人からも生命 life、自由 libertyまたは財産 propertyを奪ってはならな
い。また、その管轄内にある何人に対しても法の平等な保護 equal protection 
of the lawsを拒んではならない。
　修正第 15条〔1870 年〕　第１節　合州国市民の投票権 the right of citizens 
of the United State to voteは、人種 race、体色 color、または従前の労役の状態
previous condition of servitudeを理由として、合州国または州により拒否され
または制限される be denied or abridgedことはない。


